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論文内容の要旨
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(氏名:佐藤啓輔 NO. 1) 

応用一般均衡(CGE)モデルは，社会経済システムをモデル化し政策実施による社会経

済システムの挙動変化を分析・理解する際の有効な分析手法の一つである. CGEモデルの

実証分析における利点は，基準均衡状態を仮定することで現実の社会経済データを利用可

能であるとともにパラメータ設定を機械的に行える(キャリプレーション)点にある.CGE 

モデルを多地域に拡張した SpatialCGE(SCGE)モデルは，政策実施による効果の空間的帰

着状況を把握できることから，これまで国際貿易等の政策分析において活用されてきた.

この SCGEモデルを道路整備効果分析に適用することは，国土計画および地域計画を検討

する際に有益となる.国土計画の観点からは整備による便益の帰着状況を空間的に計測で

きることから地域聞の効果のバランスを勘案した整備計画の立案に資するとともに，地域

計画の観点からは地域別・産業別の付加価値変化を計測できることから道路整備にあわせ

た産業振興，地域振興の立案に資する.道路整備効果分析のための SCGEモデルは.これ

までにも宮城・本部(1993)，Brocker(1998)など多くの研究蓄積があるものの，算出結果に

影響を及ぼす地域間交易モデルの理論面および実証面の検証は十分になされていない.本

研究では，整備する道路の事業特性，地域の産業特性をふまえた道路整備効果分析を行う

ためにも空間スケールおよび産業分類を細分化したデータの整備を行ったうえで，当該デ

ータに基づく地域間交易モデルの検証をふまえて，実用的な道路整備効果分析のための

SCGEモデルを提示した.各章の検討成果を以下に示す.

2章では，地域間交易モデルのパラメータ推定に使用する地域間取引データについて，既

往の交易統計(地域間産業連関表)および物資流動統計(物流センサス)と民間企業が取

得している企業間取引データの特性比較を行った.既往の交易・物資流動統計では，事業

所聞の財の取引を金額もしくは件数・重量で把握することが可能であるものの，データ取

得年次が古く事22史県与上の空間スケールに集計したものであることから基礎自治体レベ

ル等の細分化じだ地ー域を対象に分析する際には適していない.一方，民間企業が取得して

いる企業関取引データは本社聞の取引有無データとして整備されているため，金額等の取

引量ではない点，事業所間取引ではない点が分析上の課題となるものの全国 110万社の取

引データを毎年更新していることから細分化した地域・産業において最新のデータを活用

した分析が可能となる.加えて，ブロックレベルにおいて既往の交易・物資流動統計と企

業関取引データの財の調達先シェアは高い相関関係にあることから，本来， SCGEモデJレ

は地域間交易額に基づくパラメータ推定が望ましいが細分化された空間スケール下での統

計データの制約を勘案し本研究では企業間取引データを地域間交易データとして活用した.

3章では，道路整備効果分析のための SCGEモデルとして地域間交易を内生的に決定す

るメカニズムを具備したモデルの基本構造を示した.地域間交易を内生的に決定するため

のアプローチとして，運輸部門を明示的に考慮し所要時間変化が運輸部門の投入構造を介

して各産業部門へ及ぼす影響を分析する方法，そして運輸部門を考慮せず各産業部門が生

産地において輸送コスト分を追加生産する Ice-berg型輸送費用を仮定する方法の2つがあ



(氏名:佐藤啓輔 NO. 2 ) 

げられる.前者は運輸部門(特に道路輸送部門)と他の産業部門の投入・産出構造を把握

可能な産業連関表の整備が前提となることから細分化した地域への適用は難しい.後者に

ついては，運輸部門を捨象するものの各産業部門の所要時間変化に対する支払意志額を推

定することで，産業連関表の整備状況に依存することなく道路整備が各産業の生産活動へ

与える影響を明示的に表すことが出来るため実証分析において有効なアプローチとなる.

ただし， Ice-berg型輸送費用を定義する地域間交易モデルについては.関数形の特定および

パラメータ推定方法について理論面・実証面の検証が十分になされていない点が課題とな

っている.

そこで 4章では， 3章で示した基本構造をふまえ地域間交易モデルの理論面・実証面の課

題と対応策を提示した.地域間交易モデルは，これまでArmingtonアプローチに基づ、く CE8

型モデルおよび確率型空間価格均衡アプローチに基づく集計Logitモデルが提案されてき

た.CE8型モデルは一般均衡理論と整合的であるが既往研究では時間価値および地域間代

替弾力性のパラメータを分析対象地域に即して推定していないため実証性に欠けるととも

に，シェアパラメータを地域間交易が基準均衡状態を再現するようキャリプレーションに

より設定するため現状で取引量の無い地域聞において政策効果が発現しない48問題が発生

することが課題となっていた.そこで，本研究では時間価値および、地域間代替弾力性のパ

ラメータを分析条件に即して推定するとともに， 48問題を回避することを目的に，一般均

衡浬論との整合性は欠くもののシェアパラメータをキャリプレーションにより設定するの

ではなく生産地の規模に関する変数を導入し潜在的な地域間交易の可能性を示すよう統計

的に推定した.

一方，集計Logitモデルは，価格に対してゼロ次同次性を満たさないため一般均衡理論と

の不整合が生じる.また，誤差項が確率的に分布することを前提としていることから所要

時間減少シナリオ下でも消費地価格が増加する現象が生じ経済合理的行動を前提とする

8CGEモデルにおいては理論的早不整合な解が算出される点が課題となる.Brocker(2014) 

は抜本的対応策として，賃金率を変数に追加しログサム変数により消費地価格を定義する

ことを提案しているが，パラメータ推定に必要となる統計データの収集に課題がある点に

加えて価格変数が負となる点が課題として残る.そこで本研究では，ゼロ次同次性を満た

す関数形の特定については今後の課題とし，所要時間減少に伴う消費地価格減少制約を課

したパラメータ推定を行うことで 8CGEモデルにおいて理論的に不整合な解が算出される

ことを回避するための対応策を提示した.

5章では， 3つの異なる空間スケール(全国 46都道府県， 37市町村， 145市町村)を対

象にクロスセクションデータを用いた実証分析を通して各モデルの対応策を検証した.検

証結果から， CE8型モデル，集計Logitモデルともに地域間交易の現況再現性に大差はな

いが，便益評価の観点からはモデル聞で差異が生じる結果となった.製造業に着目し便益

に影響を与える時間価値パラメータを財価格に対する輸送費率である輸送マージン率に換

(氏名:佐藤啓輔 NO. 3 ) 

算し両モデルを比較すると， CE8型モデルは全国 46都道府県ケースで2，000%程度と非常

に大きな値となるのに対して集計Logitモデルでは80%程度の値が推定された.CE8型モ

デルの推定結果については，一般均衡理論における財価格のマークアップデータとしては

整合的でないため便益評価をする上では適切ではない.一方，集計Logitモデルの推定結果

はCE8型モデルに比べると低い値となっているが，全国産業連関表における製造業にとっ

ての輸送マージン率は 2%程度となっているため両者に希離が生じている.主な~離要因と

して，全国産業連関表の輸送マージン率は自家用輸送費用の一部が未計上であるとともに

生産財のうち輸送費用を必要としない財も含めた比率であるため効果が過小に推定される

のに対して，地域間交易モデルでは輸送されている財のみを対象に輸送マージン率を算出

し輸送費用を必要としない財を含む全ての財に対して輸送マージン率を適用することから

算出される効果が過大に推定される.このような課題に対して，抜本的対策とはならない

が対象とする道路整備による地域内々の所要時間変化をゼロもしくは極小にするような空

間スケールにデータを細分化し分析することは輸送費用を必要としない財取引が含まれる

地域内々取引変化の過大推定を抑制することになる.以上から，パラメータ推定精度に課

題は残るものの実証分析においてはCE8型モデルより集計Logitモデルの利用が望ましい

と判断した.

6章では 5章までの検討をふまえ，集計Logitモデルを採用した 8CGEモデルとして，

中間投入財を「考慮しないモデルj と「考慮するモデルJの 2つのモデルを提示した.中

間投入財を考慮しないモデルについては小池ほか(2008)に準拠している一方，中間投入財を

考慮するモデルについては小池ほか(2009)では中間財と最終需要財の区別がなされていな

かったため両者を区別し定式化を行うとともにワルラス法則を満たすことを確認しモデル

の実用性向上彦伝之、たき加えて，実務における分析ニーズをふまえ， 8CGEモデル内で観

光産業を明示でぎるよヲ各種経済統計データの推計・整備を行った.

7章では，中園地方を対象に中間投入財を考慮したモデルを適用することで，細分化した

空間スケール・産業分類のもとで分析することが国土計画および地域計画の両観点におい

て有益な情報を提供できることを示した.

8章では，中間投入財を考慮しないモデルを活用することで，発展途上国のように統計デ

ータの制約がある地域においても 8CGEモデルを用いた実証分析が可能であることを示し

た.

以上の検討により，本研究では地域間交易モデルの理論面・実証面の検証を通して，細

分化された空間スケールおよび産業分類における集計Logitモデルを実装した道路整備効

〆果分析のための 8CGEモデルの有効性を示した.今後は，効果計測精度の更なる向上をめ

ざし，輸送費用のかかる財とかからない財の分離方策の検討を行うとともに，クロスセク

ションデータではなくパネルデータを活用することで時系列的な所要時間変化に対する地

域間交易変化の感度を勘案したパラメータ推定技術の開発が必要である.
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要 旨

応用一般均衡 (CGE)モデルは，社会経済システムをモデル化し政策実施による社会経済シスァムの挙

動変化を分析・理解する際の有効な分析手法の一つである"CGEモデルの実証分析における利点は，基

準均衡状態を仮定する乙とで現実の社会経済データを利用可能であるとともにパラメータ設定を機械的

に行える(キャリプレーショシ)点にある"CGEモデルを多地域に拡張した SpatialCGE(SCGE)モデル
は，政策実施による効果の空間的帰着状況を把握できることから，これまで国際貿易等の政策分析におい

て活用されてきた.との SCGEモデルを道路建徳効果分析に適用することは，国土計画および地域計画を

検討する際に有益となる.国土計画の観点からは墾備による便益の帰着状況を空間的に計測できることか

ら地域聞の効果のバランスを勘案した整備計画の立案に資するとともに，地域計画の観点からは地域別・

産業別の付加価値変化を計測できるととから道路整備にあわせた産業振興，地域振興の立案に資する.道

路整備効果分析のための SCGEモデルは.これまでにも宮城・本部(1993)，.Brocker(1998)など多くの研

究蓄積があるものの，算出結果に影響を及ぼす地域間交易モデルの理論函およ~実証薗の検証は十分にな
されていない.本研究では，整備する道路の事業特性，地域の産業特性をふまえた道路整備効果分析を行

うためにも空間スケールおよび産業分類を細分化したデータの盤備を行ったうえで，当該データに基づく

地域間交易モデルの検証をふまえて，実用的な道路整備効果分析のための SCGEモデルを提示した.各章
の検討成果を以下に示す.

2:1きでは，地域間交易モデルのパラメータ推定に使用する地域間取引データについて，既往の交易統計

(地域開産業連関表)および物資流動統計(物流センサス)と民間企業が取得している企業関取引データ

の特性比較を行った.既往の交易・物資流動統計では，事業所聞の財の取引を金額もしくは件数・重量で

把握するととが可能であるものの，データ取得年次が古く都道府県以上の空間スケールに集計したもので

あるととから基礎自治体レベル等の細分化した地域を対象に分析する際には適していない.一方，民間企

業カt取得してい7.)企業間取引データは本社聞の取引有無データとして整備されているため，金額等の取引

量ではない点，事業所間取引ではない点が分析上の諜題a.なるものの全国 110万社の取引データを毎年更

新しているととから細分化した地域・産業において最新のデータを活局した分析が可能となる.白日えて，

プロックレベルにおいて既往の交易・物資波動統計と企業関取引データの財の調達先シェアは高い相関関

係にあると主から，本来， SCGEモデルは地域間交易額に基づくパラメータ推定が望ましいが細分化され

た空閉スケール下での統計データの制約を勘案し本研究では企業関取引データを地域間交易データとし
て活用した.

3章では，道路整備効果分析のための SCGEモデルとして地域間交易を内生的に決定するメカニズムを

具備したモデルの基本構造を示した.地域間交易を内生的に決定するためのアプローチとして，運輸部門

を明示的に考慮じ所要時間変化が運輸部門の投入構造を介して各産業部門追へ加及生ぼ産すす影る響Iωを分析する方法，
そして運輸部門を考慮せず各産業部門が生産地において輸送コスト分を ・berg型輸送費

用を仮定する方法の2つがあげられる.前者は運輸部門(特に道路輸送部門)と他の産業部門の投入・産

出構造を把握可能な産業連関表の警備が前提となるととから細分化した地域への適用は難しい.後者につ

いては，運輸部門を捨象するものの各産業部門の所要時間変化に対する支払意志額を推定することで，産

業連関表の盤備状況に依存することなく道路整備が各産業の生産活動へ与える影響を明示的に表すこと

が出来るため実鉦分析において有効なアプローチ&なる.ただし， Ice"berg型輸送費用を定義する地域開

交易モデルについては，関数形の特定およびパラメータ推定方法について理論函・実証面の検証が十分に
なされていない点カt課題となっている.

そこで4寧では， 3章で示した基本構造をふまえ地域間交易モデルの理論面・実証面の課題と対応策
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を提示した.地域間交易モデルは，とれまでArmingtonアプ回一チに基ブく CES型モデルお孟;び確率型空
間価格均衡アプローチに基づく集計Logitモデルが提案されてきた.伺S型モデルは一般均衡理論と整合的

であるが既治研究では時間価値および地域間代替弾カ性のパラメータを分続対象地域に即して推定してい

ないため実証性に欠けるとともに，シェアパラメータを地域間交易が基準均衡状態を再現するようキャリプ

レーションにより設定するため現状で吸引量の無い地域聞において政策効爆が発現しない4s問題が発生す

るととが課題となっていた.そとで，本研究では時間価値および袖域間代替弾カ性のパラメータを分析条件ト

に即して推定するとともに， 4S問題を回避するととを目的に，一般均衡理論との整合性は欠くもののシェ

アパラメータをキャリプレーションにより設定するのではなく生産地の規模に関する変数を導入し潜在的
な地域間交易の可能性を示すよう統計的に推定した.

一方，集計Logitモデルは，価格に対レてゼロ*閥次位を満たさないため一般均衡理論との不護合が生じ

る.また，誤差項カt確率的に分布するととを前提としていることから所要時間減沙シナリオ下でも消費地価

格が場加する現象が生じ経済合理的行動を前提とする SCGEモデルにおいては理論的に不獲合な解か算出

される点が課題となる"Brocker(2014)は抜本的対応策として，賃金率を変数に追加しログサム変数により

消費地価格を定義するととを提案しているが，パラメータ推定に必要となる統計データの収集に課題がある

点に加えて価格変数が負となる点カ標題として残る.そとで本研究では，ゼロ次同次位を満たす関数形の特

定については今後の課題とし，所要時間減少に伴う消費地価格減少制約を課したパラメータ推定を行うとと

でSCGEモデルにおいて理論的に不整合な解が算出されるととを回避するための対応策を提示した.

6章では， 3つの異なる空間スケ』ル(全国 46歩道府県， 37市町村， 145市町村)を対象にクロスセク

ションデータを用いた実証分析を還して各モデルめ対応策を検証した.検証結果から， CES裂モデル，集計

Logitモデルともに地域間交易の現況再現性に大差はないが，便益評価の観点からはモデル問で差異が生じト

る結果となった.製造業に着目し便益に影響を与える時間価値パラメータを財価格に対する輸送費率である

輸送マージン率に換算し両モデルを比較すると， CES型モデルは全国 46都道府県ケースで 2，000%程度と

非常に大きな値となるのに対して集計Logitモデルでは 80%程度の値が推定された.CES型モデルの推定

結果については，一般均衡理論における財価格のマークアップデータとしては整合的でないため便益評価を

する上では適切ではない.一方，集計 Logitモデルの推定結果は CES型モデルに比べると低い値となって

いるが，全国産業連関表における製造業に・とっての輸送マージン率は 2%程度となっているため両者に事離

が生じている.主再j::1fe離要因として.全国産業連関表の輸送マ)ジン率は自家用輸送費用の一部が元ミ計上で

あるとともに生産財のうち輸送費用を必要としない財も含めた比率であるため効果が過小に推定されるの

に対して，地域間交易モデルでは輸送されている財のみを対象に輸送マージン率を算出し輸送費用を必要と

しない財を含む全ての財に対して輸送マージン率を適用することから算出される効果が過次に推定される.

このような課題に対して，抜本的対策とはならないが対象とする道路整備による地域内々の所要時間変化を

ゼロもしくは極小にするような空間スケールにデータを細分化し分析することは輸送費用を必要としない

財取引が含まれる地域内々取引変化の過大推定を抑制することになる.以上から，パラメータ推定精度に課

題は残るものの実詔讃常にお忌ては佃S型モデルより集計Logitモデルの利用カ埋ましいと判断した.

6章では5章までの検討をふまえ，集計Logitモデルを採用した SCGEモデルとして，中関投入財を「考

慮しないモデルJと「考慮するモデルJの2つのモデルを提示した、中関投入財を考慮しないモデルについ

ては小池ほか包008)に準拠している一方，中間投入財を考慮するモデルについては小池ほか(2009)では中間

財と最終需要財の区別がなされていなかったため爾者を区別し定式化を行うとともにワルラス法則を満た

すととを確認しモデルの実用性向上を行った.加えて，実務における分析とーズをふまえ， SCG召モデル内'

で観光産業を明示できるよう各種経済統計デ]タの推計・整備を行った.

7意では，中園地均を対象に中間投入財を考慮したモデルを適用することで，細分化した空間スケール・

産業分類のもとで分析することが国土計画および地域計画の両観点において有益な情報を提供できること
を示した，

8章では，中関投入財を考慮しないモデルを活用することで，発




